企画提案書記載要領


1　企画提案要領について

（１）企画提案書（様式1）

全体方針としての基本的な考え方、目標、スケジュールが分かること。各事業内容について実施の内容や方法、スケジュール等を項目別にできる限り具体的に記載すること。

（２）運営管理体制書・総括責任者の経歴書

本事業を実施するための組織体制について可能な限り詳細に記載すること。また、本業務遂行に当たる総括責任者の経歴書を添えること。

（３）事業費積算書（様式2）
人件費（新規雇用分）、その他人件費、その他の経費を別々に積算した上、その合計額を記載し、積算内訳欄に必要に応じ、その根拠を記載すること。

なお、本業務の全部又は主要部分を一括して第三者に委託することはできないが、事業の一部を再委託する場合は、再委託先に支払う経費を明らかになるように記載すること。

（４）誓約書（様式3）

「東三河の魅力を発信するポータルサイト作成事業」業務委託先募集要項の
「4 (1) 応募資格」を満たすことを様式3により書面で提出すること。

（５）企画提案書の非開示願（様式4）

企画提案書は、原則開示となるが、事業を営む上で、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は、愛知県情報公開条例第7条第3項イの規定により非開示となるので、提出書類の該当部分と非開示とする具体的な理由を記載すること。

2　企画提案書の留意事項について
（１）企画提案書は1者1提案までとする。

（２）企画提案書（内容）の様式は自由とするが、すべてA4判縦置き横書き・片面使用、文字サイズは11ポイント以上とする。ただし、図表その他の関係で前記によれない場合はこの限りではない。

（３）事業の一部を再委託する場合は、再委託する事業の内容及び合理的な理由、必要性等について記載すること。

３　企画提案にあたっての留意事項

（１）企画提案書を受け付けた後の追加及び修正は認めない。

（２）提出された企画提案書が次項に該当するときは無効となる場合がある。

　ア　虚偽の内容が記載されているもの

　　イ　企画提案書の内容や提案内容等が本要領の規定に適合しないもの

（３）本事業は「緊急雇用創出事業基金実施要領」に基づき実施するものとする。
（４）本事業の成果物は、県に帰属するものとする。

「東三河の魅力を発信するポータルサイト作成事業」委託業務企画提案書

平成23年　月　日

愛知県知事　大村秀章　殿

（応募者）

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　印
　標記事業について、下記の関係書類を添えて応募します。

１　企画提案書（様式1）
２　運営管理体制書・総括責任者の経歴書

３　事業費積算書（様式2）
４　誓約書（様式3）
５　企画提案書の非開示願（様式4）
６　雇用就業計画書（様式7-1）
７　提出者の概要（団体概要等）がわかる資料

様式１

企画提案書

応募者：　　　　　　　　　　　
　１　事業の概要

（１）事業名
東三河の魅力を発信するポータルサイト作成事業
（２）事業期間

契約締結日から平成24年3月31日まで

（３）事業費

　      　　　　　　　　千円

（４）実施団体

※応募者の概要（業務内容、資本金、従業員数等）を記載してください。

２　事業の内容

（1） 全体方針（基本方針、目標、全体スケジュール等）について
（2） 提案内容について
　　①　トップページの機能
　　　②　コンテンツに関する事項
　　　　（１）東三河の魅力について
　　　　
（２）東三河地域の県地方機関について
（３）生活情報について

　　　③　24年度以降の充実等に関する事項
　　　　（１）職員による更新について
　　　　　　　

　　　　（２）維持管理費用（保守・サーバーリース等）について

※募集要項の項目毎に記載してください。

運営管理体制書・統括責任者の経歴書



様式２

事業費積算書

（単位：円）

	区分
	細目
	見積額
	積算内訳

	人件費
	既雇用
	給与等
	
	日額　　　　円×　　　日×　　人

	
	
	通勤手当
	
	

	
	
	法定福利厚生費
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	

	
	新規雇用
	給与等
	
	日額　　　　円×　　　日×　　人

	
	
	通勤手当
	
	

	
	
	法定福利厚生費
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	


	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	物件費
	旅費
	
	

	
	事務雑費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	


※委託費の内訳について、①人件費、②物件費（人件費以外）に区分して記載すること。

　合計金額は22,000,000円以内とすること。
※細目、積算内訳は必要に応じて変更してください。
委託費内訳

　本事業の遂行に必要と認められる経費及び算定基準は、具体的には以下のとおりとする。

１　人件費

（１）新規雇用分の人件費を算出すること。

（２）人件費には、賃金の他、通勤手当等の諸手当、社会保険料（雇用保険料、労災保険料等）に係る事業主負担分、賞与等の臨時的支払いを含むものとする。

なお、人件費に係る消費税および地方消費税については、人件費として取り扱うこととする。

（３）人件費（新規雇用分）の総額は、予算額の50％以上とする。

２　その他の人件費

（１）上記１（２）に同じ。

３　その他の経費

（１）事業の実施に必要となる作品展示費、パソコン等機械・機器のレンタル料、消耗品費、資料作成費、旅費その他物件費が含まれるものとする。

（２）機械・器具の購入については50万円を超えるものは認めない取扱いとするので、リースあるいはレンタルで対応すること。
様式３

誓約書

　愛知県知事　大村　秀章　殿

所在地

名称

代表者名（職・氏名）　　　　　印

下記のとおり企画競争参加資格を満たすことを誓約します。

記

１　設立年月日又は事業開始年月日

２　属性

　　民間企業・NPO法人・その他法人・その他（　　　　　　　　）

３　応募資格

	地方自治法施行令第167条の4に規定する者に該当しない
	はい・いいえ

	愛知県競争入札参加資格者名簿「役務の提供等」に登録されている者に該当する
	はい・いいえ


（参考）　事業・イベントに関する業務の実績（明細）

	契約先
	事業名称
	契約年度
	請負額（千円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※契約書及び業務完了報告書の写しを添付すること。

※機密保持の関係上、契約先及び事業名称を外部へ公表することができない場合、該当部分を黒塗りにして提出すること。

※契約書に業務完了報告書を提出する旨の記載がある場合、当該書類を添付すること。ただし、契約書等に記載がなく、書類が存在しない場合は、契約書の写しのみ提出すること。
※業務の実績については、国・都道府県・市町村との契約を記載すること。
様式４
企画提案書の非開示願

　

愛知県知事　大村秀章　殿

所在地

事業者名

代表者名　　　　　　　　　　印
　愛知県情報公開条例に基づく開示請求があった場合に、提出書類を開示することにより、今後弊社が事業を営む上で、競争又は事業運営上の地位その他正当な利益を害する部分及びその具体的な理由は次のとおりです。

	開示すると支障が生じる書類
(書類の頁・箇所等)
	支障が生じる理由・生じる支障の内容を具体的に記入してください。

	
	


「東三河の魅力を発信するポータルサイト作成事業」進捗状況報告書

平成　年　月　日

愛知県知事　大村秀章　殿

（委託事業者）

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　印

　標記事業について、下記の関係書類を添えて報告します。

１　事業状況書（様式5）

２　事業費概算支出書（様式6）

３　添付書類　これまでに製作した成果物の印刷物1部、電子媒体1部

４　雇用就業状況報告書（様式7-2）

様式５

事業状況書

　１　事業の進捗

（１）事業名

東三河の魅力を発信するポータルサイト作成事業

（２）事業期間

平成23年　月　日から平成　年　月　日まで

（３）事業費概算支出

　      　　　　　　　　千円

２　事業の状況

（１）全体事業の達成状況（全体スケジュールの進行）について

（２）各事業の達成状況について

３　今後の事業の進行計画

（1） 全体事業の進行計画について

（2） 各事業の進行計画について

様式６

事業費概算支出書

（単位：円）

	区分
	細目
	支出額
	支出内訳

	人件費
	既雇用
	給与等
	
	日額　　　　円×　　　日×　　人

	
	
	通勤手当
	
	

	
	
	法定福利厚生費
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	

	
	新規雇用
	給与等
	
	日額　　　　円×　　　日×　　人

	
	
	通勤手当
	
	

	
	
	法定福利厚生費
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	

	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	物件費
	旅費
	
	

	
	事務雑費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	


※細目、積算内訳は必要に応じて変更してください。



○自由に記載をお願いします。


○総括責任者については、氏名、資格、経歴、実績を詳細に記載ください。


○事業に従事する労働者の雇用方針（事業に従事する全労働者の人数、新規雇用の失業者数、募集方法、雇用期間、就業条件、当該事業の雇用期間終了後において想定される就職先（業界、職種））についても記載してください。


○なお、記載に当たっては、具体的な内容が把握できるように、図や表を用いる等、わかりやすく記載してください（組織体制図等）。











